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一般社団法人日本損害保険協会 

 

「美術品補償制度」創設３年目の見直しにあたって 

 

美術品の国家補償制度創設 3 年目にあたりまして，当該制度の成果および今後の課題につきま

して，損害保険業界としての観点から，以下のコメントを述べさせていただきます。 

 

１．美術品補償制度創設による効果 

 本制度によってこれまで開催が難しかった展覧会や作品の来日が可能になったことの意義は

大きく，本制度導入の目的が達成されたものと考える。保険に関しても，本制度の創設によって，

保険引受能力（補償キャパシティ）の拡大につながったことから，保険料負担の削減に一定寄与

していると認識している。 

 他方，その結果，損保業界における引受リスクは抑えられ，美術品展示一貫保険の保険料収入

は減少していると認識している。 

 なお，補償内容・範囲については，現行通りで問題ないものと考えるが，以下に述べるとおり，

国家補償の内容と，免責金額以下の民間損保のカバー内容との差異については，事故発生時に査

定上の問題となる可能性があると思われる。 

 

２．見直しにあたっての改善・検討課題 

 制度立ち上げ当初から要請している通り，事故発生時の対応・運用をあらかじめ定めておく必

要がある。 

 これまで幸いにも政府補償が発動する事故は発生しなかったため問題は顕在化していないが，

政府補償約款にあるように，政府補償部分に関する査定を外部委託する場合，誰が，どのような

委託内容にもとづき，いかなる費用で査定を行うか等について，検討されていない。 

 仮に民間損保がこの業務を受託する場合，民間補償部分と政府補償部分の約款が異なるため，

民間補償部分の約款に従って損保が一律に査定するだけでは十分でないケースも想定される。場

合によっては，両者間の有無責判定において齟齬が生じるケースも考えられる。 

 よって，あらかじめ委託する業務内容を協議・合意のうえで，委託契約の内容を取り決め，事

故発生の際に円滑な査定対応を実施できる態勢としておく必要があると考える。 

 なお，可能性としては低いと思われるが，仮に民間補償を海外から手配した場合，その損害査

定をどこに委託すべきかも考慮すべきである。この場合，補償を提供している海外保険会社に委

託することが考えられるが，仮に査定委託を国内民間損保に行うとすれば，かなり困難が伴うも

のと推察される。 

 また，上記を検討する際には，文化庁および査定を委託された損保会社の立場・役割を明確に

しておく必要があると考える。 

以 上 
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